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定時株主総会終了後、引き続き「事業戦略説明会」を開催いたしま
す。当社の事業の概況及び今後の方針などにつきまして、直接皆様
にご説明申し上げるとともに、皆様からのご質問、ご意見を賜りたく
存じますので、ご出席くださいますようご案内申し上げます。

場 所

東京都千代田区丸の内三丁目５番１号
東京国際フォーラム　ホールＢ７
(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
開催場所が昨年と異なりますので、
お間違いのないようお願い申し上げます。 
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代表取締役社長

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げ
ます。

当社第24期（自2018年１月１日　至2018年12月31日）の定時
株主総会招集ご通知をお届けするにあたりまして、ご挨拶申し上げ
ます。

当社は、自ら不動産を所有するのではなく、顧客投資家のために
不動産の多様な投資機会を創出し、取得、運用から売却まで一貫し
た不動産アセットマネジメントサービスを提供する「ケネディクス
モデル」で成長することを目指し、2018年からの３年間を同モデ
ルの発展期と位置付け、事業を推進しております。

当期における主な成果としては、国内住宅を対象とする海外投資
家向けコアファンド、国内ホテルを対象とする本邦投資家向けコア
ファンド、シンガポールのオフィスビルを対象とする本邦投資家向
けアウトバウンドファンドを組成いたしました。また、国内外の機
関投資家からの不動産投資需要の高まりに応じ、私募ファンド専業
の運用子会社であるケネディクス・インベストメント・パートナー
ズ株式会社を設立し、より良質な運用サービスを提供するための体
制強化を図りました。

これらの取り組みの結果、安定的な収益の源泉である受託資産残
高（AUM）が増加するとともに、不動産投資事業からの収益拡大
により、６期連続の増益を達成することができました。

また、資本政策の一環として、約100億円の自己株式の取得を行
いました。剰余金の配当につきましては、本株主総会において、１
株につき７円（前期比１円増配）とすることを第１号議案として上
程させていただきます。

当社はこれからも不動産の限りなき可能性を切り拓き、不動産ア
セットマネジメントのリーディングカンパニーとして企業価値の一
層の向上を目指し、全社一丸となって取り組んでまいる所存です。
株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援ご鞭撻を
賜りたくお願い申し上げます。

 2019年３月
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株主の皆様へ （証券コード4321）
2019年３月４日

　

東京都千代田区内幸町二丁目１番６号
ケネディクス株式会社

代表取締役社長 宮 島 大 祐
　

第24回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第24回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご案内申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、次頁記載の書面の郵送又はインターネット等の電磁的方法
によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討の
うえ、2019年３月25日（月曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお
願い申し上げます。

敬 具
記

　

1 日 時 2019年３月26日（火曜日）午前10時 (受付開始予定:午前９時）

２ 場 所 東京都千代田区丸の内三丁目５番１号
東京国際フォーラム ホールB７
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３ 目的事項 報告事項 1 第24期（自2018年１月１日 至2018年12月31日）
事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及
び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2 第24期（自2018年１月１日 至2018年12月31日）
計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

　

以 上
インターネットによる開示について
※本招集ご通知にて提供すべき書類のうち、①連結計算書類のうち連結注記表（第24期）、②計算書類のうち個
別注記表（第24期）の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、本招集ご通知への記
載にかえて、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。従って、本招集ご通知の添付書類
は、監査役及び会計監査人が監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部です。
※株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当
社ウェブサイト（アドレス http://www.kenedix.com/） に掲載させていただきます。



議決権行使についてのご案内
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株主総会における議決権は、株主の皆様が当社の経営にご参加いただくための重要な権利です。「株主総会参考
書類」をご参照のうえ、議決権をご行使いただきますようお願い申し上げます。
　

議決権の行使方法には以下の方法がございます。
　

株主総会にご出席いただける場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

開催日時 2019年３月26日（火曜日）午前10時
【代理人によるご出席について】
議決権を有する他の株主様１名を代理人として、議決権をご行使いただくことができま
す。ただし、代理権を証明する書面、代理人ご本人確認の書類が必要になります。

　

※当日ご出席の際は、資源節約のため本招集ご通知をご持参いただきますようお願い申し上げます。

株主総会にご出席いただけない場合
▶郵送
同封の議決権行使書用紙を行使期限までに到着するようご返送ください。

行使期限 2019年３月25日（月曜日）午後５時30分到着分まで

▶インターネット等
議決権行使ウェブサイトで議案に対する賛否をご入力ください。

行使期限 2019年３月25日（月曜日）午後５時30分まで

郵送またはインターネット等による議決権行使方法は51～52頁記載の「議決
権行使のご案内」をご参照のうえ、議決権をご行使ください。
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※議決権行使書用紙において各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとして取扱わせていた
だきます。
※書面とインターネットにより重複して議決権をご行使された場合は、インターネットによる内容を有効といた
します。インターネットにより複数回にわたり議決権をご行使された場合は、最後にご行使された内容を有効
として取扱わせていただきます。
※インターネットによる議決権行使に際して発生する費用（インターネット接続料金、電話料金、パケット通信
料等）は、株主様のご負担とさせていただきます。

【機関投資家の皆様へ】
当社の株主総会議決権行使においては、株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いた
だけます。

議決権行使専用ウェブサイトでの議決権行使に関するパソコンなどの操作方法、スマート行
使の操作方法がご不明な場合は、以下の窓口にお問い合わせください。
三井住友信託銀行株式会社 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

通話無料 0120-652-031 （受付時間 午前９時~午後９時）

その他の株式事務（住所変更、保有株式数など）に関するお問い合わせ
（１）証券会社に口座をお持ちの株主様
　 お取引先の証券会社にお問い合わせください。
（２）証券会社に口座をお持ちでない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行株式会社 証券代行センター
通話無料 0120-782-031 （受付時間 午前９時~午後５時）（土日休日を除く）



株主総会参考書類
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議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の配当の件
　
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要な課題と位置づけ、当社の業績に基づく配当を
継続的に行うことを基本方針としており、業績の動向、将来の成長のための内部留保の充実及び
配当性向等を総合的に勘案して配当額を決定しております。
　当期の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、以下のとおりといたしたいと存じま
す。
　

１ 配当財産の種類
　 金銭
２ 配当財産の割当に関する事項及びその総額
　 当社普通株式１株につき７円
　 総額 1,576,559,600円
３ 剰余金の配当が効力を生じる日
　 2019年３月27日
　

（ご参考）株主還元の実績
2015年12月期 2016年12月期 2017年12月期 2018年12月期予定

1株当たり配当 ４円 ４円 ６円 ７円
配当総額 1,046百万円 1,003百万円 1,438百万円 1,576百万円
配当性向 10.8％ 10.1％ 13.7％ 12.9％
自己株式取得総額 1,999百万円 4,999百万円 4,999百万円 9,999百万円
総還元性向 31.0％ 59.1％ 61.2％ 93.8％

（注）１．総還元性向＝（配当総額＋自己株式取得総額）／親会社株主に帰属する当期純利益
２．2018年12月期の自己株式取得総額は既に取得済の総額です。
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第２号議案 取締役９名選任の件

　取締役10名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役９
名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
　

番号 氏名 現在の当社における地位及び担当 取締役会への出席状況
（2018年度）

１ 再 任
みやじま たいすけ

宮島 大祐 代表取締役社長 100％（25/25回）

２ 再 任
い け だ そ う し

池田 総司 常務取締役戦略投資本部長 100％（25/25回）

３ 再 任
た な か あきら

田中 晃
常務取締役
（総務・人事部、財務・経理部管掌） 100％（25/25回）

４ 再 任
こ ま つ こうじゅ

小松 浩樹
取締役エクイティ運用部長
（経営企画部管掌） 100％（25/25回）

５ 再 任
き つ だ ま り え

橘田万里惠 取締役コーポレート・コミュニケーション室長 100％（18/18回）

６ 再 任
しおざわ しゅうへい

塩澤 修平
独立役員
社外取締役 社外取締役 92％（23/25回）

７ 再 任
や ぜ ひ ろ き

矢是 宏基
独立役員
社外取締役 社外取締役 100％（19/19回）

８ 再 任
こ た か こ う じ

小高 功嗣
独立役員
社外取締役 社外取締役 100％（19/19回）

９ 新 任
はら しんぞう

原 信造
独立役員
社外取締役 ―

（注）１. 塩澤修平氏、矢是宏基氏、小高功嗣氏及び原信造氏は社外取締役候補者であります。
２. 当社は、塩澤修平氏、矢是宏基氏及び小高功嗣氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役がその職務を行
うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を
締結しております。３氏が原案どおり選任された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。原信造氏についても原
案どおり選任された場合、同様の責任限定契約を締結する予定であります。
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１宮
み や じ ま

島 大
た い す け

祐 1962年４月17日生
満56歳 再 任

在任年数（本総会終結時） ７年
当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 114,100株
取締役会への出席状況 100％（25/25回）

　

略歴、地位、担当

1998年４月 当社 入社
2004年10月 ケイダブリュー・リート・マネジメント株式会社 代表取締役
2005年５月 ケネディクス不動産投資法人 (現ケネディクス・オフィス投資法人) 執行役員
2012年２月 当社 顧問
2012年３月 ケネディクス・アセット・マネジメント株式会社 取締役

当社 取締役
2013年３月 当社 代表取締役社長（現任）
2013年４月 ケネディクス・アセット・マネジメント株式会社 代表取締役
2017年３月 株式会社スペースデザイン 取締役（現任）
2017年６月 ビットリアルティ株式会社 取締役（現任）
　
重要な兼職の状況

株式会社スペースデザイン 取締役 ビットリアルティ株式会社 取締役

取締役候補者とした理由など
宮島大祐氏につきましては、当社子会社代表取締役、投資法人執行役員及び当社代表取締役社長を歴任し、経
営者として豊富な経験と実績を有しております。同氏の経験や見識が当社の持続的な成長を牽引するうえで当
社取締役として適任であると判断し、取締役候補者といたしました。

（注）１. 本議案における各候補者の在任年数は、就任から本株主総会終結の時までの期間であります。
２. 本議案における各候補者の年齢は、本総会時の満年齢となります。
３. 本議案における重要な兼職の状況は、各候補者が本総会で選任され就任するまでに又は就任後間もなく兼職から退任する予定
が明らかな兼職については記載しておりません。
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２池
い け だ

田 総
そ う し

司 1967年９月29日生
満51歳 再 任

在任年数（本総会終結時） ５年
当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 8,100株
取締役会への出席状況 100％（25/25回）

　

略歴、地位、担当

2003年６月 当社 入社
2004年10月 ケイダブリュー・リート・マネジメント株式会社 取締役投資運用部長
2008年４月 当社 執行役員投資事業部長
2010年１月 当社 執行役員戦略投資部長
2014年３月 当社 取締役戦略投資本部長
2018年３月 当社 常務取締役戦略投資本部長（現任）
　
重要な兼職の状況

該当なし

取締役候補者とした理由など
池田総司氏につきましては、当社子会社及び当社において取締役を歴任し、投資部門の責任者として豊富な経
験と実績を有しております。同氏の経験や見識が当社の持続的な成長を牽引するうえで当社取締役として適任
であると判断し、取締役候補者といたしました。
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３田
た な か

中 晃
あきら

1964年７月30日生
満54歳 再 任

在任年数（本総会終結時） ２年
当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 71,300株
取締役会への出席状況 100％（25/25回）

　

略歴、地位、担当

2000年９月 当社 入社
2004年１月 ケイダブリュー・ペンションファンド・アドバイザーズ株式会社 執行役員COO
2006年９月 当社 執行役員 戦略投資部長
2009年12月 ケネディクス・アセット・マネジメント株式会社 取締役
2010年２月 ケネディクス・アドバイザーズ株式会社 代表取締役社長
2010年３月 当社 取締役
2011年８月 ケネディクス・レジデンシャル・パートナーズ株式会社

（現ケネディクス不動産投資顧問株式会社） 代表取締役社長
2011年11月 ケネディクス・レジデンシャル投資法人（現ケネディクス・レジデンシャル・ネクスト投資法人）

執行役員
2013年10月 ケネディクス不動産投資顧問株式会社 取締役COO兼レジデンシャル・リート本部長
2017年３月 当社 取締役（総務・人事部、財務・経理部管掌）
2018年３月 当社 常務取締役（総務・人事部、財務・経理部管掌） （現任）
　
重要な兼職の状況

該当なし

取締役候補者とした理由など
田中晃氏につきましては、当社子会社代表取締役、投資法人執行役員及び当社取締役を歴任し、経営者として
豊富な経験と実績を有しております。同氏の経験や見識が当社の持続的な成長を牽引するうえで当社取締役と
して適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
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４小
こ ま つ

松 浩
こ う じ ゅ

樹 1973年10月25日生
満45歳 再 任

在任年数（本総会終結時） ２年
当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 10,600株
取締役会への出席状況 100％（25/25回）

　

略歴、地位、担当

2005年４月 当社 入社
2007年６月 ケネディクス・リート・マネジメント株式会社 コンプライアンスオフィサー
2009年９月 同社 投資運用部長
2012年２月 同社 取締役投資運用部長
2012年10月 当社 エクイティ運用部長
2014年３月 当社 執行役員エクイティ運用部長
2017年３月 当社 取締役エクイティ運用部長（経営企画部管掌） （現任）
　
重要な兼職の状況

該当なし

取締役候補者とした理由など
小松浩樹氏につきましては、当社子会社取締役及び当社取締役を歴任し、投資管理部門の責任者として豊富な
経験と実績を有しております。同氏の経験や見識が当社の持続的な成長を牽引するうえで当社取締役として適
任であると判断し、取締役候補者といたしました。
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５橘
き つ だ

田 万里
ま り え

惠 1962年４月14日生
満56歳 再 任

在任年数（本総会終結時） １年
当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 ０株
取締役会への出席状況 100％（18/18回）

　

略歴、地位、担当

1985年４月 三菱信託銀行株式会社（現三菱UFJ信託銀行株式会社） 入社
1993年７月 同社 シンガポール支店
1995年７月 同社 企業金融部
2002年４月 同社 不動産コンサルティング部
2012年５月 同社 不動産コンサルティング部長
2018年４月 当社 取締役コーポレート・コミュニケーション室長（現任）
　
重要な兼職の状況

国土交通省土地鑑定委員会専門委員 東京都固定資産評価審査委員会委員

取締役候補者とした理由など
橘田万里惠氏につきましては、不動産分野における豊富な経験と見識を有しており、また、ESGへの取組みの
責任者として、当社の企業価値向上に寄与してまいりました。同氏の経験や見識が当社の持続的な成長を牽引
するうえで当社取締役として適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
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６塩
し お ざ わ

澤 修
し ゅ う へ い

平 1955年９月19日生
満63歳 再 任

独立役員
社外取締役

在任年数（本総会終結時） ７年
当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 ０株
取締役会への出席状況 92％（23/25回）

　

略歴、地位、担当

1986年11月 ミネソタ大学Ph.D.（経済学博士） 取得
1987年４月 慶應義塾大学経済学部 助教授
1994年４月 慶應義塾大学経済学部 教授（現任）
2001年１月 内閣府国際経済担当参事官
2005年10月 慶應義塾大学経済学部長
2008年４月 公認会計士 試験委員
2012年３月 当社 社外取締役（現任）
　
重要な兼職の状況

慶應義塾大学経済学部 教授 KYB株式会社 社外取締役 株式会社アーレスティ 社外取締役

社外取締役候補者とした理由など
塩澤修平氏につきましては、経済学部教授としての豊富な知識と経験に基づき、株主を重視した企業経営のあ
りかたについて、取締役の業務執行を監督する観点から助言、提言をいただいております。同氏は、過去に社
外取締役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、同氏の知識や経験等を活かし、
経営の監督をしていただいており、社外取締役候補者といたしました。

独立性について
塩澤修平氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。なお、同氏と当
社との間には取引関係はございません。
（注）塩澤修平氏は、2016年6月からKYB株式会社の社外取締役に在任しておりますが、同社及びその子会社が製造した建築物用免

震・制振用オイルダンパー検査工程等における不適切行為が行われていたことが、2018年10月に発覚しました。同氏は、問
題の判明まで当該事実を認識しておりませんでしたが、日頃から企業としてのあるべき姿について、コンプライアンス遵守の
視点にたった提言を同社の取締役会やその他の場で行い、注意喚起しておりました。
当該事実の発生後は、同氏は事実関係等の調査の進捗について逐次報告を受けて状況を把握し、同社の取締役会において、調
査方法の適正性・妥当性に加え、原因究明と安全性検証に向けて様々な意見表明を行ったほか、再発防止に向けた適切な措置
を講ずることを求めるなど、その職責を果たしております。
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７矢
や ぜ

是 宏
ひ ろ き

基 1954年８月８日生
満64歳 再 任

独立役員
社外取締役

在任年数（本総会終結時） １年
当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 2,000株
取締役会への出席状況 100％（19/19回）

　

略歴、地位、担当

1978年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行） 入行
1996年１月 同行 久留米支店長
1997年10月 同行 融資業務部 部長
2001年４月 同行 道頓堀法人営業部長
2005年４月 同行 法人審査第三部長
2006年４月 同行 丸ノ内法人営業部長
2008年６月 同行 退職

同行 常任監査役
2015年６月 同行 退任

銀泉株式会社 代表取締役兼専務執行役員
2018年３月 当社 社外取締役（現任）
2018年６月 銀泉株式会社 退職
　
重要な兼職の状況

該当なし

社外取締役候補者とした理由など
矢是宏基氏につきましては、金融業界における豊富な実務経験及び経営者としての見識に基づき、株主を重視
した企業経営のありかたについて、取締役会の業務執行を監督する観点から助言、提言をいただいており、社
外取締役候補者といたしました。

独立性について
矢是宏基氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。同氏は、当社の
主要取引金融機関である株式会社三井住友銀行において2008年６月まで業務執行者でしたが、同氏は同行業
務執行者退任から10年超と相当の期間が経過しており、同氏は同行の影響を受ける立場にはありません。
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８小
こ た か

高 功
こ う じ

嗣 1958年５月14日生
満60歳 再 任

独立役員
社外取締役

在任年数（本総会終結時） １年
当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 10,000株
取締役会への出席状況 100％（19/19回）

　

略歴、地位、担当

1987年４月 弁護士 登録
佐藤・津田法律事務所 入所

1990年８月 ゴールドマン・サックス証券会社（現ゴールドマン・サックス証券株式会社） 入社
1998年11月 同社 マネージング・ディレクター
2006年11月 同社 パートナー
2009年12月 西村あさひ法律事務所 入所
2011年１月 小高功嗣法律事務所 開設 代表（現任）
2015年５月 ジャパン・シニアリビング投資法人 監督役員
2018年３月 当社 社外取締役（現任）
　
重要な兼職の状況
小高功嗣法律事務所 代表 LINE株式会社 社外取締役
　

社外取締役候補者とした理由など
小高功嗣氏につきましては、弁護士としての法律の専門知識と投資銀行業界における豊富な経験に基づき、株
主を重視した企業経営のありかたについて、取締役会の業務執行を監督する観点から助言、提言をいただいて
おり、社外取締役候補者といたしました。

独立性について
小高功嗣氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。なお、同氏と当
社との間には取引関係はございません。
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９原
は ら

信
し ん ぞ う

造 1958年２月13日生
満61歳 新 任

独立役員
社外取締役

当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 ０株

　

略歴、地位、担当

1981年４月 大蔵省 入省
2007年７月 東北財務局長
2009年７月 名古屋税関長
2010年10月 関東信越国税局長
2011年７月 岡山県警察本部長
2014年４月 財務省 退官

原地所株式会社 代表取締役（現任）
2016年２月 株式会社ホテル、ニューグランド 取締役（監査等委員）
2018年２月 同社 代表取締役（現任）
　
重要な兼職の状況
株式会社ホテル、ニューグランド 代表取締役
　

社外取締役候補者とした理由など
原信造氏につきましては、長年に亘る行政機関における経験や、ホテル運営企業における経営経験に基づき、
株主を重視した企業経営のありかたについて、取締役会の業務執行を監督する観点から助言、提言をいただき
たく、社外取締役候補者といたしました。

独立性について
原信造氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、本議案において同氏の選任が承
認された場合には、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。なお、同氏と当社との間には取引関
係はございません。
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第３号議案 監査役１名選任の件
　

　監査体制の強化を図るため、監査役を１名増員することといたしたく、監査役１名の選任をお
願いするものであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

松
ま つ も と

本 一
か ず お

夫 1955年11月29日生
満63歳 新 任

独立役員
社外監査役

当社との特別の利害関係 なし
所有する当社株式数 ０株

略歴、地位

1978年４月 株式会社住友銀行 2005年６月 三井住友銀リース株式会社
（現株式会社三井住友銀行） 入行 （現三井住友ファイナンス＆リース株式会社）

1998年４月 同行 田無支店長 審査第一部部長
1999年10月 同行 法人EC業務部長 2006年４月 同社 執行役員
2001年４月 同行 EC業務部長 2013年４月 同社 常務執行役員
2002年12月 同行 池袋法人営業部長 2016年６月 同社 退職
2006年11月 同行 退職 同社 常任監査役

2018年６月 同社 常任監査役 退任
同社 顧問（現任）

　

重要な兼職の状況
三井住友ファイナンス＆リース株式会社 顧問
　

社外監査役候補者とした理由など
松本一夫氏につきましては、金融業界における豊富な実務経験及び経営経験を有しており、当社の社外監査役
の職務を適切に遂行できるものと判断し、社外監査役候補者といたしました。
独立性について
松本一夫氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、本議案において同氏の選任が
承認された場合には、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。同氏は、当社の主要取引銀行であ
る株式会社三井住友銀行において2006年11月まで業務執行者でしたが、同氏は同行業務執行者退任から10
年超と相当の期間が経過しており、同氏は同行の影響を受ける立場ではありません。また、同氏が顧問を務め
る三井住友ファイナンス＆リース株式会社は当社の借入先のひとつですが、直近事業年度末時点における同社
からの借入残高は、当社の連結総資産の0.9％未満であり、同氏の社外監査役としての独立性に影響を与える
ものではありません。

（注）１. 本議案における候補者の年齢は、本総会時の満年齢となります。
２. 松本一夫氏は、社外監査役候補者であります。
３. 当社は、社外監査役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、社外監査役がその職務を行うにあたり善意でかつ重大な
過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しております。松本一夫
氏が原案どおり選任された場合、当該責任限定契約を締結する予定であります。

　以 上
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１ 企業集団の現況に関する事項
　

（１）事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、足元の景気指標に弱含む傾向が見られるものの、総じ
て堅調に推移しております。
　海外経済は、全体として緩やかな成長が続いておりますが、アメリカの保護主義的な通商政策
や英国のEU離脱問題などにより不確実性が高まっており、わが国の景気に与える影響に留意す
る必要があります。
　当社グループが関わる不動産及び不動産金融業を取り巻く環境を俯瞰しますと、不動産賃貸市
場においては、堅調な企業業績を背景とした旺盛な増床需要の継続により、全国の主要都市にお
いてオフィスビルの稼働率及び賃料の上昇傾向が続きました。不動産売買市場においては、日銀
による低金利政策の効果により良好な資金調達環境が継続する中、活発な不動産投資活動が続い
ております。
　こうした中、当連結会計年度において当社グループでは、顧客投資家への投資機会を提供する
ために、オフィス、住宅、ホテル、商業及び物流施設等への投資を積極的に進め、これらの物件
のアセットマネジメント業務を受託することにより、着実に受託資産残高（AUM）を拡充いた
しました。この結果、当連結会計年度末における受託資産残高(AUM）の総額は2兆983億円と
なり、前連結会計年度末比では、949億円（4.7％）の純増となりました。
　当連結会計年度における代表的な取組みとして、海外機関投資家に対する賃貸住宅特化型のコ
アファンドや、国内機関投資家に対するホテル特化型のコアファンドの組成を行い、日本の不動
産市場に対して長期的な投資意欲を持つ国内外の投資家の需要に応えてまいりました。海外にお
いては、シンガポール子会社であるKenedix Asia Pte. Ltd.が、シンガポールのビジネス中心街
に所在する大型オフィスビルの出資持分を組入対象資産とした国内投資家向けアウトバウンドフ
ァンドの運用を開始いたしました。また、多様な投資家からの私募ファンドへの投資需要に対応
するために、私募ファンド専業の運用子会社であるケネディクス・インベストメント・パートナ
ーズ株式会社を設立し、より専門性・機動性の高い事業体制を構築いたしました。



連
結
計
算
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

18

　これらの取組みにより、当連結会計年度の業績は、営業収益が63,372百万円（前期比140.5
％増）、営業利益は14,516百万円（同18.2％増）、経常利益は13,663百万円（同19.3％増）、親
会社株主に帰属する当期純利益は12,335百万円（同17.3％増）となりました。
　財務面につきましては、約100億円の自己株式の取得及び消却を行い、株主還元水準の向上及
び資本効率の改善を図りました。
　この結果、2018年2月に公表した中期経営計画「Partners in Growth, Next 2020」にお
いて定量計画として掲げた3年平均ROE10.0％以上、3年平均総還元性向50.0％以上に対して、
当連結会計年度では、ROE13.4％、総還元性向93.8％となりました。

当期実績
営業収益 経常利益

633億72百万円
前期比 140.5 ％増

136億63百万円
前期比 19.3 ％増

営業利益 親会社株主に帰属する当期純利益

145億16百万円
前期比 18.2 ％増

123億35百万円
前期比 17.3 ％増
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　セグメントの業績は、以下のとおりであります。

＜アセットマネジメント事業＞
　受託資産残高（AUM）が拡充した結果、安定収益であるアセットマネジメントフィーが着実
に増加した一方、前期に計上された大きなブローカレッジフィーの剥落により、営業収益は
10,383百万円（前期比13.9％減）、営業利益は6,228百万円（同21.3%減）となりました。

＜不動産管理事業＞
　プロパティマネジメント事業の拡大により、営業収益は3,121百万円（前期比9.7％増）、営業
利益は914百万円（同14.5％増）となりました。

＜不動産運営事業＞
　営業収益の改善とコスト削減に注力した結果、黒字へ転換し、営業収益は3,543百万円（前期
比3.3％増）、営業利益は39百万円（前期は263百万円の営業損失）となりました。

＜不動産投資事業＞
　堅調な不動産市況を背景にたな卸資産の売却等が進んだ結果、営業収益は46,953百万円（前
期比455.0％増）、営業利益は8,778百万円（同82.9％増）となりました。

（２）設備投資等の状況
　当社グループでは、連結対象物件の売却及び持分売却に伴う連結範囲の変更により、当社の連
結貸借対照表上の有形固定資産は19,733百万円減少いたしました。
　
（３）資金調達の状況
　当連結会計年度に行った資金調達のうち、主なものは以下のとおりであります。
① 2018年６月29日付で、物件取得資金の借入を目的として、連結子会社である合同会社
RRBが株式会社三井住友銀行及び明治安田生命保険相互会社との間で金銭消費貸借契約を
締結し、12,500百万円を調達いたしました。

② 2018年９月26日付で、物件取得資金の借入を目的として、連結子会社である合同会社
KRF73が株式会社みずほ銀行との間で金銭消費貸借契約を締結し、12,271百万円を調達
いたしました。
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（４）対処すべき課題
　当社グループは、不動産及び不動産金融に関する専門家集団として、綿密な調査力と確かな不
動産関連ノウハウを駆使し、常に変化する不動産市場の動静を冷静に分析・評価することによ
り、顧客である不動産投資家に対して最大の投資リターンの実現を目指して事業を展開してまい
りました。
　今後も、目的意識と誠実さを重んじ、顧客や役職員、そして投資家の皆様との長期的な信頼関
係の構築とコンプライアンスの徹底を通じ、企業価値を最大化することにより社会に貢献してま
いりたいと考えております。
　当社グループは、上記会社の基本方針を踏まえ、３カ年の中期経営計画「Partners in
Growth, Next 2020」（以下、「本計画」という。）を2018年２月９日に公表いたしました。以
下に本計画の基本方針、定量計画及び計画の達成に必要な重点施策を記載いたします。
　① 本計画の基本方針

(ア) 不動産アセットマネジメントを中心とするビジネス領域の拡充
(イ) 機動的かつ戦略的な投資の推進
(ウ) 時代の変化を捉えた新たな成長分野の開拓
(エ) 持続的成長と社会的責任の両立に向けた経営基盤の強化

　② 定量計画
指標 計画数値（連結）

ROE ３年平均 10.0％以上

総還元性向 ３年平均 50.0％以上
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　③ 重点施策
　 (ア) 不動産アセットマネジメントを中心とするビジネス領域の拡充
　 (ⅰ) 受託資産残高（AUM）と安定収益の拡大につながる多様な投資機会の創出
　 (ⅱ) 国内外における顧客投資家層の拡大と投資家リレーションの深化
　 (ⅲ) 投資案件の組成力と運用力を向上させる運用体制の強化
　 (ⅳ) アセットマネジメントの付加価値を高める関連サービスの強化
　 (ⅴ) ビジネス領域の拡充に資する戦略的M&Aや事業提携の模索

　 (イ) 機動的かつ戦略的な投資の推進
　 (ⅰ) 顧客投資家との共同投資の推進
　 (ⅱ) 当社グループ運用ファンドの成長につなげる機動的な投資の実行
　 (ⅲ) 海外や成長分野でのビジネス拡大に資する戦略的な投資の実行
　 (ⅳ) 分散と規律の保たれた投資ポートフォリオの維持とモニタリング体制の強化
　 (ⅴ) 財務の健全性と透明性の堅持
　

　 (ウ) 時代の変化を捉えた新たな成長分野の開拓
　 (ⅰ) アジア市場における事業の拡大
　 (ⅱ) 米国市場でのアウトバウンド投資ビジネスの推進
　 (ⅲ) ホテル、民泊、サービスアパート等の滞在型施設運営ビジネスの推進
　 (ⅳ) 「不動産×金融×テクノロジー」に焦点を当てた新ビジネスの立ち上げ

　 (エ) 持続的成長と社会的責任の両立に向けた経営基盤の強化
　 (ⅰ) 組織と個人の生産性を高める社内インフラの進化
　 (ⅱ) ケネディクスモデルの礎となる多様な人材の確保・育成
　 (ⅲ) 社会の変化に応じた柔軟な働き方の追求
　 (ⅳ) ESG（環境、社会、ガバナンス）への取り組み推進
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（５）財産及び損益の状況
　

第21期 第22期 第23期 第24期
（当連結会計年度）

（2015年12月期） （2016年12月期） （2017年12月期） （2018年12月期）

営 業 収 益 （百万円） 25,997 22,745 26,349 63,372
経 常 利 益 （百万円） 9,127 10,634 11,455 13,663
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （百万円） 9,807 10,151 10,516 12,335

１株当たり当期純利益 （円） 37.05 39.48 43.70 54.11
総 資 産 （百万円） 171,575 180,412 190,761 188,983
純 資 産 （百万円） 92,353 96,776 101,523 96,619
１株当たり純資産額 （円） 319.72 350.67 384.94 411.97

　

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均株式数（加重平均）に基づき、また、１株当たり純資産額は普通株式の期末発行済株式数に
基づき算出しております。ただし、自己株式数を控除して算出しております。

（６）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　当社は、2018年11月１日を効力発生日として、私募ファンド事業を吸収分割によりケネディ
クス・インベストメント・パートナーズ株式会社へ承継させました。
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（７）重要な親会社及び子会社の状況
　① 親会社の状況
　 該当事項はありません。

　② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資本金又は
出資金

議決権
比率 主要な事業内容

ケネディクス不動産投資顧問㈱
百万円

200
％

100.0 不動産投資法人（上場リート
及び私募リート）の資産運用

ケネディクス・インベストメント・パートナーズ㈱ 90 100.0 不動産私募ファンド等の
資産運用

ケネディクス・プロパティ・マネジメント㈱ 100 100.0 不動産に関するプロパティ
マネジメント業務の受託等

㈱スペースデザイン 90 99.0 不動産に関する運営業務の
受託等

K e n e d i x W e s t w o o d , L L C
千米ドル

26,073 100.0 米国における不動産関連投
資案件の発掘及び投資

K e n e d i x A s i a P t e . L t d .
千シンガポールドル

25,756 100.0 アジアにおける不動産関連
投資案件の発掘及び投資

　

　
　③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
　 該当事項はありません。

　当社グループの連結子会社は35社、持分法適用会社は25社であります。
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（８）主要な事業内容
　当社グループの事業は、①不動産投資家に投資機会や運用・管理サービスを提供するアセット
マネジメント事業、②プロパティマネジメント業務や賃貸マネジメント業務等を行う不動産管理
事業、③建物を賃借し、サービスアパートメントやサービスオフィス等を運営する不動産運営事
業、④共同投資等による自己勘定投資を通じて、ファンド組成を円滑に行うための不動産一時保
有や、ファンドへのセイムボート投資、債権投資等を行う不動産投資事業で構成されておりま
す。
　
（９）主要な事業所
　① 当社の主要な事業所
　 本社：東京都千代田区
　
　② 子会社の主要な事業所
　

名 称 事業所 所在地

ケネディクス不動産投資顧問㈱ 本社 東京都千代田区
ケネディクス・インベストメント・パートナーズ㈱ 本社 東京都千代田区
ケネディクス・プロパティ・マネジメント㈱ 本社 東京都港区
㈱スペースデザイン 本社 東京都港区
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（10）従業員の状況
　① 企業集団の従業員の状況
　

事業の種類別セグメントの名称 従業員数

アセットマネジメント事業
名

148

不動産管理事業 47
不動産運営事業 72
不動産投資事業 13
全社（共通） 40
　合計 320

　

（注）従業員数については、就業人員を記載しており、受入出向者数を含めております。
　
　② 当社の従業員の状況
　

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

66名 30名減 40.9歳 6.4年
　

（注）１. 従業員数については、就業人員を記載しており、受入出向者数を含めております。
２. 従業員数が前期末と比べ大幅に減少しておりますが、その主な理由は、2018年11月１日を効力発生日として、私募ファンド
事業の吸収分割を行い、当該事業に従事する従業員がケネディクス・インベストメント・パートナーズ株式会社に承継された
たことによるものであります。
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（11）主要な借入先
　

借 入 先 借入金残高

株式会社三井住友銀行
百万円

23,359

株式会社みずほ銀行 13,871
株式会社新生銀行 7,373
株式会社関西アーバン銀行 5,575
株式会社りそな銀行 4,555
株式会社三菱UFJ銀行 4,459
株式会社あおぞら銀行 3,351
株式会社三重銀行 2,112
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２ 会社の株式に関する事項
　

（１）発行可能株式総数 350,000,000株

（２）発行済株式の総数 普通株式 225,222,800株
（注）１. 新株予約権の行使により、発行済株式総数は、100,300株増加しております。
　 ２. 保有自己株式の消却により、14,656,800株減少しております。

（３）株 主 数 21,291名
　
（４）大株主（上位10名）

　

株主名 持株数 持株比率

DBS BANK LTD. 700152
株

49,900,500
％

22.15
MSIP CLIENT SECURITIES 13,112,579 5.82
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,574,400 3.80
BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM CLIENT
ACCOUNTS M LSCB RD 7,248,851 3.21

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,971,400 2.65
J.P.MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 1300000 5,571,551 2.47
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 4,768,040 2.11
カブドットコム証券株式会社 3,816,000 1.69
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 3,501,200 1.55
JP MORGAN CHASE BANK 385151 3,471,158 1.54

　

（注）持株比率については、2015年３月25日開催の第20回定時株主総会において導入を決議した業績連動型株式報酬制度による「株
式給付信託（BBT）」で取得した保有分及び2015年６月24日開催の取締役会において導入を決議した従業員のインセンティブ・
プラン「株式給付信託（J-ESOP）」で取得した保有分を含んでおります。
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３ 会社の新株予約権等に関する事項
　

（１）当事業年度末日における当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予
約権の状況

　

名称 第６回新株予約権
発行決議日（取締役会決議） 2013年４月23日
新株予約権の数 442個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式44,200株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額

割当てを受ける者が当社に対して有する新株予約権の払
込金額の総額に相当する金額の報酬債権と新株予約権の
払込金額の払込債務とを相殺する方法により払込を行い、
金銭による払込を要しない。

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額 行使により交付を受けることができる株式１株につき１銭

権利行使期限 2016年５月17日から2019年５月16日まで

行使の条件 2013年度を初年度とする３カ年の中期経営計画における
一定の事項（配当実施及び受託資産残高）の達成

保有状況

取締役
（社外取締役除く）

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

30個
3,000株
１名

当社使用人等
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

412個
41,200株

12名
　

（注）１. 2013年７月１日付の単元株制度の採用に伴い、新株予約権１個当たりの目的となる株式数は100株（１単元）となっており
ます。

２. 上記のうち、取締役１名に付与された新株予約権は、取締役就任前に付与されたものであります。
３. その他の条件については、当社と新株予約権の割当対象者との間で締結した契約に定めるところによります。

　
（２）当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権等の概要
　該当事項はありません。
　
（３）その他新株予約権に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項
　

（１）取締役及び監査役の状況（2018年12月31日現在）
　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 川 島 敦 ㈱スペースデザイン 代表取締役
日本駐車場開発㈱ 社外取締役

代表取締役社長 宮 島 大 祐 ㈱スペースデザイン 取締役
ビットリアルティ㈱ 取締役

常 務 取 締 役 池 田 総 司 戦略投資本部長
常 務 取 締 役 田 中 晃 総務・人事部、財務・経理部管掌

取 締 役 小 松 浩 樹 エクイティ運用部長
経営企画部管掌

取 締 役 橘 田 万里惠
コーポレート・コミュニケーション室長
国土交通省土地鑑定委員会専門委員
東京都固定資産評価審査委員会委員

社 外 取 締 役 塩 澤 修 平
慶應義塾大学経済学部 教授
KYB㈱ 社外取締役
㈱アーレスティ 社外取締役

社 外 取 締 役 関 口 康
ビジネス・ブレークスルー大学大学院 教授
㈱ソラスト 社外取締役
大塚ホールディングス㈱ 社外取締役

社 外 取 締 役 矢 是 宏 基

社 外 取 締 役 小 高 功 嗣 小高功嗣法律事務所 代表
LINE㈱ 社外取締役

監査役（常勤） 小 林 雅 之 ケネディクス不動産投資顧問㈱ 監査役
ケネディクス・インベストメント・パートナーズ㈱ 監査役

監査役（常勤） 片 山 慶 三 ケネディクス不動産投資顧問㈱ 監査役
ケネディクス・インベストメント・パートナーズ㈱ 監査役

社 外 監 査 役 菅 野 慎太郎 公認会計士菅野慎太郎事務所 代表
ケネディクス不動産投資顧問㈱ 監査役

社 外 監 査 役 舩 橋 晴 雄
シリウス･インスティテュート㈱ 代表取締役
ケネディクス不動産投資顧問㈱ 監査役
鴻池運輸㈱ 社外監査役
ＥＰＳホールディングス㈱ 社外監査役
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（注）１. 2018年３月27日開催の第23回定時株主総会終結の時をもって、取締役市川康生氏及び監査役植田哲夫氏は、任期満了によ
り退任いたしました。

２. 2018年３月27日開催の第23回定時株主総会において、橘田万里惠氏、矢是宏基氏及び小高功嗣氏が取締役に、片山慶三氏
が監査役に選任され就任いたしました（橘田万里惠氏は2018年４月１日付で就任いたしました）。

３. 取締役塩澤修平氏、関口康氏、矢是宏基氏及び小高功嗣氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
４. 監査役菅野慎太郎氏及び舩橋晴雄氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
５. 当社は、塩澤修平氏、関口康氏、矢是宏基氏、小高功嗣氏、菅野慎太郎氏及び舩橋晴雄氏を東京証券取引所の有価証券上場規
程第436条の２に定める独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

６. 監査役菅野慎太郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
７. 当社は、シリウス・インスティテュート株式会社が主催する企業倫理研究会に参加しております。
８. その他の社外役員の重要な兼職先については、特に記載すべき事項はありません。
９. 当社は執行役員制度を導入しており、執行役員は以下のとおりであります。

執行役員 （事業開発部長） 内田 高弘
執行役員 （財務・経理部長） 渡辺 萌

　
（２）責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外役員との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、社外役員がその職務を行う
にあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を
限度とする責任限定契約を締結しております。
　
（３）取締役及び監査役の報酬等の額
　① 当事業年度に係る報酬等の総額
　

区 分
取締役 監査役

支給人員 支給額 支給人員 支給額

株主総会決議に基づく報酬 11名 580百万円 ５名 36百万円
　

（注）１. 上記には、2018年3月27日開催の第23回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名、監査役１名を含んでおりま
す。

２. 上記報酬等の額には、注３.の固定枠、変動枠及び業績連動型株式報酬が含まれております。なお、使用人兼務取締役の使用
人分給与は含まれておりません。

３. 取締役の報酬限度額は、2007年3月27日開催の第12回定時株主総会、2011年3月29日開催の第16回定時株主総会、2013
年3月27日開催の第18回定時株主総会、2015年3月25日開催の第20回定時株主総会及び2017年３月29日開催の第22回定
時株主総会の決議により、年額230百万円以内と定めた固定枠（うち、社外取締役分を50百万円以内とし、使用人兼務取締
役の使用人分を含みません。）、前事業年度の親会社株主に帰属する当期純利益の２％以内と定めた変動枠（社外取締役は対象
外とされております。）及び年間250,000ポイントを上限に株式を付与する業績連動型株式報酬の合計額となっております。
また、業績連動型株式報酬に係る費用計上額は、当事業年度に費用計上した額（142百万円）となっております。

４. 監査役の報酬限度額は、2007年３月27日開催の第12回定時株主総会の決議により、年額50百万円以内と決議いただいてお
ります。
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　② 役員の報酬等の額の決定に関する方針
　当社は、持続的な成長と企業価値の向上に貢献できる優秀な人材を継続的に確保するこ
とが、重要な経営課題の一つであると考えます。その観点から、
(ア) 持続的な成長と企業価値の向上への貢献度の反映
(イ) 会社及び個人の業績の適切な反映
(ウ) 株主との株価変動リスクの共有

　を取締役等の報酬に関する基本的な考え方といたします。
　 この考え方に基づき、取締役及び監査役の報酬の枠組みは以下のとおりといたします。
　 (ⅰ) 取締役の報酬

取締役（社外取締役を除く）の報酬は、中長期のビジョン達成に向けた健全なイ
ンセンティブの一つとして位置づけ、その構成を固定・変動、業績対象期間、現
金・株式（株主との利害共有）という観点から、基本報酬としての固定現金報酬
（固定枠）、短期業績連動現金報酬（変動枠）、中期業績連動株式報酬（業績連動
型株式報酬）の三種類といたします。なお、社外取締役の報酬は、その役割と独
立性の観点から、基本報酬としての固定現金報酬のみといたします。

　 (ⅱ) 監査役の報酬
監査役の報酬は、その役割と独立性の観点から、株主総会決議による報酬枠の中
で、基本報酬としての固定現金報酬のみといたします。
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（４）社外役員に関する事項
　① 重要な兼職先と当社との関係
　「（１）取締役及び監査役の状況」に記載のとおりであります。

　② 当事業年度における社外役員の主な活動状況
　

区分 氏 名 出 席 状 況 主な活動状況

取締役

塩 澤 修 平 取締役会出席率92％
（25回中23回出席）

経済学部教授としての豊富な知識と経験
に基づき、当社の企業活動について助
言・提言を行っております。

関 口 康 取締役会出席率92％
（25回中23回出席）

グローバル企業での豊富な経営経験に基
づき、当社の企業活動について助言・提
言を行っております。

矢 是 宏 基 取締役会出席率100％
（19回中19回出席）

金融業界での豊富な経営経験に基づき、
当社の企業活動について助言・提言を行
っております。

小 高 功 嗣 取締役会出席率100％
（19回中19回出席）

弁護士としての豊富な知識、投資銀行業
界での豊富な経験に基づき、当社の企業
活動について助言・提言を行っておりま
す。

監査役

菅 野 慎太郎
取締役会出席率100％
（25回中25回出席）
監査役会出席率100％
（６回中６回出席）

公認会計士としての豊富な経験と見識に
基づき、広範かつ高度な視野で監査を行
っております。

舩 橋 晴 雄
取締役会出席率88％
（25回中22回出席）
監査役会出席率100％
（６回中６回出席）

行政機関における経験や企業倫理・経済
理論の専門的な知識に基づき、広範かつ
高度な視野で監査を行っております。

　③ 社外役員の報酬等の総額
　

人数 報酬等の額
社外取締役及び社外監査役 ７名 50百万円

　

（注）１. 上記報酬等の額には、2018年3月27日開催の第23回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１名を含んでおりま
す。

２. 上記報酬等の額には、社外役員が当社の子会社から当事業年度において役員として受領した報酬等の総額6百万円を含みます。
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５ 会計監査人の状況
　

（１）会計監査人の名称
　東陽監査法人
　
（２）報酬等の額

　

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 42百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額 47百万円

　

（注）１. 当社監査役会は、当監査役会が定めた「会計監査人の評価及び選定に関する実務指針」に基づき、前事業年度の監査実績の分
析・評価を行い、当事業年度の監査計画における監査時間・配員計画及び報酬額の見積りの妥当性を確認し、検討した結果、
会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に
区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容　
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）で
ある特定資産の価格等の調査業務を委託し、対価を支払っております。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当すると認められ
る場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　また、上記の他、監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められるな
ど、会計監査人として適当でないと判断される場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
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６ 会社の体制及び方針
　

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

① 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正
を確保するために必要なものとして、法務省令で定める体制についての当社の決定の概要
は、以下のとおりであります。
(ア) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(ⅰ) コンプライアンスを経営の基本と位置づけ、コンプライアンス・マニュアル、企

業倫理方針をはじめとする関連規程を整備し、役員及び従業員等が法令、定款及
び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。

(ⅱ) その徹底を図るため、コンプライアンス担当取締役及びコンプライアンス・オフ
ィサーのもと、コンプライアンス部及び部門長は各部門においてコンプライアン
ス研修を随時実施する。

(ⅲ) 内部監査部門は、コンプライアンス・オフィサーと連携の上、コンプライアンス
に関する内部監査を実施し、その結果を取締役会及び監査役会に報告する。

(ⅳ) 法令上疑義のある行為等について役員及び従業員等が直接情報提供を行う手段と
して内部通報制度を設置する。

(イ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(ⅰ) 文書管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体(以

下「文書等」という。)に記録し、適切に保存及び管理する。
(ⅱ) 取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。
(ウ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ⅰ) リスク管理規程を定め、当社におけるリスク管理に関する主幹部門を総務・人事

部とし、リスクを業務遂行のプロセスにおいて企業価値を毀損する、又は持続的
成長を阻害する潜在的要因と定義し、管理する。また、各部門の部門長は、当該
部門におけるリスク管理体制の整備・運用・報告等の実施について必要な権限を
有し、またその責任を負う。

(ⅱ) 災害、事件、事故、又は問題が発生し、事業活動に重大な損失を被る、又は社会
一般に影響を及ぼし、企業価値の毀損が予測される事態については、危機管理規
程及び災害対策規程において、総務・人事部を主幹部門とし、対策本部の設置等
を通じて危機の解決・克服のための業務を遂行する。
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(ⅲ) 内部監査部門は、総務・人事部におけるリスク管理規程の遵守状況を監査する。
(エ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ⅰ) 取締役会は、経営計画を定め、これを毎年見直して事業部門毎の業績目標と予算

を策定する。また、月次業績の取締役会報告を受け、予算進捗の検証により、効
率的な経営管理を行う。

(ⅱ) 組織規程に基づき、適正かつ効率的な業務の執行体制を整備する。また、執行役
員制度を活用し、経営の意思決定の迅速化を図りながら業務執行機能の強化を行
う。

(オ) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社及び子会社の事業内容や規模、当社グループ全体に占める重要性を
考慮しつつ、子会社の特性に応じた適切な管理を実施することにより、当社グルー
プ全体のコンプライアンス体制及びリスク管理体制を構築する。

(ⅰ) 金融商品取引法その他関係法令への適合を目的とし、内部統制に係る仕組みの構
築を行い、法令及び定款等違反を未然に防止する。

(ⅱ) 当社及び子会社における内部統制の整備に対する責任を明確にするため、当社の
コンプライアンス担当取締役をグループ・コンプライアンス・オフィサーに任命
する。

(ⅲ) 当社の内部監査部門は、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を各社の
責任者及び内部統制担当部門に報告する。子会社の内部統制担当部門は、上記報
告に基づき必要に応じて、内部統制の改善策の指導、助言を行う。

(ⅳ) 子会社には原則として取締役若しくは監査役又はその両者を派遣するとともに、
関係会社管理規程において子会社の主管部を定め、意思疎通の緊密化を図り、当
社の意思を経営に反映する。また、子会社の取締役等の職務の執行を含む経営内
容及びコンプライアンス遵守状況の把握に努め、必要に応じて関係資料等の提出
を求める。

(ⅴ) 当社は、子会社のうち、損失の危険を含む財務状況その他の動向を注意する必要
があるものについては、主管部を経営企画部とし、子会社にリスクマネジメント
を行うことを求めるとともに、当社グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管
理する。

(ⅵ) 当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、当社グループ経営の適
正かつ効率的な運営に資するため、子会社の事業内容や規模等に応じて、取締役
会の設置又は非設置会社の選択や役付役員の選任を推奨し、必要に応じて経営指
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標の導入を行うなど、子会社の指揮命令系統、権限及び意思決定その他の組織に
関する対応を主管部が管理する。

(ⅶ) 当社は子会社に、その事業内容や規模等に応じて、適正数の監査役やコンプライ
アンス担当者を配置する体制を構築させ、当社の内部監査部門が内部統制システ
ムの構築・運用状況を含め、子会社の取締役の職務執行を監査する体制を構築さ
せる。

(ⅷ) 当社は、当社と子会社間の情報の伝達や業務の有効な範囲において、ITを適切か
つ有効に利用する。

(カ) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(ⅰ) 監査役は、内部監査部門所属の従業員等に、監査業務に必要な事項を命令するこ
とができるものとする。

(ⅱ) 監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員等(以下、「監査役補助者」とい
う。)は、その命令に関して取締役の指揮命令は受けないものとする。

(ⅲ) 監査役補助者の人事考課及び異動については、人事担当取締役が常勤監査役に報
告し、了承を得るものとする。

(ⅳ) 当社は、監査役補助者に関し、監査役の指揮命令に従う旨を当社の役員及び従業
員等に周知徹底する。

(キ) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、子会社の役員及び使用人等か
ら報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制及び監査役へ報告をした
者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制、その他監査が実効的に行われることを確保するための体制

(ⅰ) 取締役及び従業員等は、監査役に対し毎月の経営状況に加え、当社及び子会社の
業績に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施結果、内部通報制度による通報
状況等を速やかに報告する。

(ⅱ) 取締役及び従業員等は、監査役が当社及び子会社の業況につき報告を求めた場
合、迅速かつ的確に対応する。

(ⅲ) 常勤監査役ないし監査役会は代表取締役との間で、業務執行状況等の確認のた
め、定期的に意見交換を行うことができるものとする。

(ⅳ) 子会社の役員及び従業員等は、当社監査役から業務執行に関する事項について報
告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。また、子会社の役員及び従
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業員等は、法令等の違反行為等、当社又は当社の子会社に著しい損害を及ぼすお
それのある事実については、これを発見次第、直ちに当社の子会社を管理する部
門へ報告を行うか、若しくは当社内部監査部門、当社監査役に対して速やかに報
告を行う。なお、当社の内部通報制度は当社並びに子会社の役員及び従業員等を
対象とするものとし、内部通報制度による調査結果は当社の取締役会及び監査役
会に報告するものとする。

(ⅴ) 当社は、監査役への報告を行った当社グループの役員及び従業員等に対し、当該
報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グ
ループの役員及び従業員等に周知徹底する。

(ク) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたとき
は、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職
務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処
理する。また、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、予算に
よって制限しないものとする。

(ケ) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
(ⅰ) 当社グループは、社会秩序や健全な企業活動を阻害する反社会的勢力との関係を

遮断し、それら勢力には全役員及び従業員等が一丸となり組織的に対応する。
(ⅱ) 当社グループにおける反社会的勢力排除に係る主幹部門を当社コンプライアンス

部とし、当社におけるマニュアルの整備、社内研修の実施、子会社に対する情報
提供及び対応方針策定補助等の実施により、反社会的勢力との関係を未然に防止
する。

(ⅲ) 反社会的勢力から不当な要求を受けた場合には、不当要求防止責任者を中心に、
警察・弁護士等の外部専門機関と連携し、毅然とした態度でこれを排除する。

　
② 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正
を確保するために必要なものとして、法務省令で定める体制についての当社の運用状況の
概要は以下のとおりであります。
(ア) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　コンプライアンスを経営の基本と位置づけ、社内規程及び内部通報制度を整備
し、研修による周知及び内部監査によって体制の実効性を確認している。
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(イ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書等に記録し、取締役
及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる。

(ウ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理規程を定め、各部門の部門長は、当該部門におけるリスク管理体制の
整備・運用・報告等の実施について必要な権限を有し、その責任を負っている。リ
スク管理に関する主幹部門である総務・人事部は、リスク管理体制の整備を行い、
全社的リスク管理の統括を行うとともに各部門のリスク管理体制について助言又は
指導を行っている。また、内部監査部門は、リスク管理規程の遵守状況を監査して
いる。

(エ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は、経営計画を定め、適切に目標及び予算を策定し、月次業績の取締役
会報告等により、効率的な経営管理を行っている。また、適宜組織規程を見直し、
適正かつ効率的な業務の執行体制を整備するとともに、執行役員制度を活用し、意
思決定の迅速化及び業務執行機能の強化を行っている。

(オ) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社及び子会社の事業内容や規模、当社グループ全体に占める重要性を
考慮しつつ、子会社の特性に応じた適切な管理を実施している。子会社に対して
は、取締役、監査役若しくはその両者の派遣又は規程に定めた子会社の主管部を通
じて管理し、ITを適切かつ有効に利用して職務執行を含む経営内容、コンプライア
ンス、リスクマネジメント等の状況を確認している。また、当社の内部監査部門
は、当社グループの内部統制について実効性を確認している。

(カ) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査役は、内部監査部門所属の従業員等に対して監査業務に必要な事項を命令す
ることができ、当該従業員等は、監査役補助者としてその命令に従うものとしてい
る。また、監査役補助者は、その命令に関して取締役の指揮命令は受けないものと
し、監査役補助者の異動等が実施される場合は、常勤監査役の了承を得るものとし
ている。

(キ) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、子会社の役員及び使用人等か
ら報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制及び監査役へ報告をした
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者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制、その他監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、取締役会に出席し、業務執行状況、経営状況に加え、当社及び子会社
の業績に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施結果、内部通報制度による通報
状況等を速やかに把握できる体制としている。また、当社及び子会社の取締役及び
従業員等は、監査役が当社及び子会社の業況につき報告を求めた場合、迅速かつ的
確に対応するものとしている。また、当社は監査役への報告を行った当社グループ
の役員及び従業員等に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行う
ことを禁止している。

(ク) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたとき
は、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証
明した場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。また、監査役の職務の
執行について生ずる費用等を支弁するにあたり、予算によって制限していない。

(ケ) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社グループは、社会秩序や健全な企業活動を阻害する反社会的勢力との関係を
遮断し、それら勢力には役員及び従業員等が一丸となり組織的に対応するものとし
ている。当社においては、マニュアル整備、社内研修、子会社に対する情報提供、
警察・弁護士等の外部専門機関との連携により、反社会的勢力との関係を未然に防
止し、不当要求に対しては、毅然とした態度でこれを排除するものとしている。

（２）会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針について
は、特に定めておりません。
　

　
（注）本事業報告中の記載金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表 （2018年12月31日現在） （単位：百万円）
　

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産 108,283
現金及び預金 52,959
信託預金 2,769
営業未収入金 1,716
営業貸付金 597
販売用不動産 40,683
仕掛販売用不動産 6,470
買取債権 89
繰延税金資産 503
その他 2,496
貸倒引当金 △1

固定資産 80,699
有形固定資産 34,323
建物及び構築物 16,892
土地 16,117
建設仮勘定 1,191
その他 121
無形固定資産 4,145
借地権 3,567
のれん 476
その他 101
投資その他の資産 42,230
投資有価証券 37,571
出資金 359
繰延税金資産 1,101
その他 3,198

資産合計 188,983

負債の部
流動負債 18,754
営業未払金 499
１年内返済予定の長期借入金 5,202
ノンリコース短期借入金 344
ノンリコース１年内返済予定長期借入金 3,741
未払法人税等 2,607
その他 6,359
固定負債 73,609
ノンリコース社債 1,500
長期借入金 13,562
ノンリコース長期借入金 53,976
繰延税金負債 583
退職給付に係る負債 207
役員株式給付引当金 530
株式給付引当金 134
長期預り敷金 2,217
その他 895
負債合計 92,363
純資産の部
株主資本 91,197
資本金 40,305
資本剰余金 8,710
利益剰余金 43,271
自己株式 △1,090
その他の包括利益累計額 838
その他有価証券評価差額金 1,032
為替換算調整勘定 △193
新株予約権 30
非支配株主持分 4,553
純資産合計 96,619
負債及び純資産合計 188,983

　

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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連結損益計算書 （自 2018年１月１日 至 2018年12月31日） （単位：百万円）
　

科目 金 額

営業収益 63,372
営業原価 41,357
営業総利益 22,014
販売費及び一般管理費 7,498
営業利益 14,516
営業外収益
受取利息 18
受取配当金 101
持分法による投資利益 314
その他 115 548
営業外費用
支払利息 826
支払手数料 507
為替差損 46
その他 20 1,401

経常利益 13,663
特別利益
固定資産売却益 1,836
関係会社株式売却益 1,116
関係会社出資金売却益 1,106
その他 235 4,295
特別損失
減損損失 1,377
投資有価証券評価損 2
その他 183 1,563
税金等調整前当期純利益 16,395
法人税、住民税及び事業税 4,319
法人税等調整額 △325 3,993
当期純利益 12,402
非支配株主に帰属する当期純利益 67
親会社株主に帰属する当期純利益 12,335

　

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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連結株主資本等変動計算書 （自 2018年１月１日 至 2018年12月31日） （単位：百万円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 40,271 16,676 34,555 △437 91,064
当期変動額
新株の発行
(新株予約権の行使) 34 34 － － 68
　剰余金の配当 － － △1,438 － △1,438
　自己株式の取得 － － － △10,690 △10,690
自己株式の処分 － － － 37 37
自己株式の消却 － △8,000 △1,999 9,999 －
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 12,335 － 12,335
連結範囲の変動 － － △180 － △180
非支配株主との取引に係
る親会社の持分変動 － 0 － － 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － －

当期変動額合計 34 △7,965 8,715 △652 132
当期末残高 40,305 8,710 43,271 △1,090 91,197

その他の包括利益累計額
新株予約権 非 支 配

株 主 持 分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当期首残高 1,002 △117 884 99 9,474 101,523
当期変動額
新株の発行
(新株予約権の行使) － － － － － 68
　剰余金の配当 － － － － － △1,438
　自己株式の取得 － － － － － △

10,690
自己株式の処分 － － － － － 37
自己株式の消却 － － － － － －
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － － － － 12,335

連結範囲の変動 － － － － － △180
非支配株主との取引に係
る親会社の持分変動 － － － － － 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 29 △75 △46 △69 △4,920 △5,035

当期変動額合計 29 △75 △46 △69 △4,920 △4,903
当期末残高 1,032 △193 838 30 4,553 96,619

　

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。



計算書類

43

貸借対照表 （2018年12月31日現在） （単位：百万円）
　
科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産 58,749
現金及び預金 41,215
営業未収入金 258
販売用不動産出資金 10,385
前渡金 444
前払費用 67
営業貸付金 3,537
繰延税金資産 338
その他 2,504
貸倒引当金 △1

固定資産 53,306
有形固定資産 455
建物 355
工具、器具及び備品 99
無形固定資産 64
ソフトウエア 63
その他 0
投資その他の資産 52,787
投資有価証券 16,278
関係会社株式 10,475
その他の関係会社有価証券 19,813
出資金 353
関係会社長期貸付金 5,371
その他 495

資産合計 112,055

負債の部
流動負債 10,664
営業未払金 33
１年内返済予定の長期借入金 5,157
未払金 2,362
未払費用 141
未払法人税等 2,176
預り金 324
その他 468
固定負債 11,789
長期借入金 10,492
役員株式給付引当金 514
株式給付引当金 134
退職給付引当金 187
繰延税金負債 295
その他 164
負債合計 22,453
純資産の部
株主資本 88,133
資本金 40,305
資本剰余金 8,850
　資本準備金 8,850
利益剰余金 40,067
利益準備金 143
　その他利益剰余金 39,923
　繰越利益剰余金 39,923
自己株式 △1,090

評価・換算差額等 1,438
その他有価証券評価差額金 1,438

新株予約権 30
純資産合計 89,602
負債及び純資産合計 112,055

　

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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損益計算書 （自 2018年１月１日 至 2018年12月31日） （単位：百万円）
　

科目 金 額

営業収益
アセットマネジメント事業収益 7,949
不動産投資事業収益 6,952
不動産運営事業収益 377 15,279
営業原価
アセットマネジメント事業原価 422
不動産投資事業原価 1,693
不動産運営事業原価 183 2,298
営業総利益 12,981
販売費及び一般管理費 3,394
営業利益 9,586
営業外収益
受取利息 211
受取配当金 2,894
その他 6 3,113
営業外費用
支払利息 224
支払手数料 72
為替差損 26
その他 1 324
経常利益 12,374
特別利益
関係会社株式売却益 1,213
その他の関係会社有価証券売却益 1,106
その他 32 2,352
特別損失
関係会社株式売却損 163
出資金清算損 38
その他 13 216
税引前当期純利益 14,511
法人税、住民税及び事業税 2,593
法人税等調整額 248 2,842
当期純利益 11,669

　

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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株主資本等変動計算書 （自 2018年１月１日 至 2018年12月31日） （単位：百万円）
　

株 主 資 本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他

資本剰余金 利益準備金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

当期首残高 40,271 8,816 8,000 － 31,836 △437 88,486
当期変動額
　新株の発行
　(新株予約権の行使) 34 34 － － － － 68
利益準備金の積立 － － － 143 △143 － －
　剰余金の配当 － － － － △1,438 － △1,438
　自己株式の取得 － － － － － △10,690 △10,690
　自己株式の処分 － － － － － 37 37
　自己株式の消却 － － △8,000 － △1,999 9,999 －
当期純利益 － － － － 11,669 － 11,669
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － － －
当期変動額合計 34 34 △8,000 143 8,086 △652 △353
当期末残高 40,305 8,850 － 143 39,923 △1,090 88,133
　

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,228 1,228 99 89,814
当期変動額
　新株の発行
　(新株予約権の行使) － － － 68
利益準備金の積立 － － － －
　剰余金の配当 － － － △1,438
　自己株式の取得 － － － △10,690
　自己株式の処分 － － － 37
　自己株式の消却 － － － －
当期純利益 － － － 11,669
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 210 210 △69 140
当期変動額合計 210 210 △69 △212
当期末残高 1,438 1,438 30 89,602

　

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2019年２月15日

ケネディクス株式会社
取締役会 御中

東陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 井上司 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中里直記 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松本直也 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ケネディクス株式会社の2018年１月１日から
2018年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ケネディクス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2019年２月15日

ケネディクス株式会社
取締役会 御中

東陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 井上司 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中里直記 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松本直也 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ケネディクス株式会社の2018年１月１日
から2018年12月31日までの第24期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上



連
結
計
算
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

48

監査役会の監査報告
　

監査報告書

　当監査役会は、2018年１月１日から2018年12月31日までの第24期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１） 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

(２) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締
役、内部監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社各部門において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。



49

２．監査の結果
　（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　（３）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　2019年２月18日
ケネディクス株式会社 監査役会
常勤監査役 小 林 雅 之 ㊞
常勤監査役 片 山 慶 三 ㊞
社外監査役 菅 野 慎太郎 ㊞
社外監査役 舩 橋 晴 雄 ㊞

　
以 上
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郵送
インターネット

議決権行使の

ご案内 新たに
スマート行使を

採用 ！！

1
忙しくて
株主総会出席は
難しい・・・

株主の皆様
いつも大変
お世話になって
おります

議決権行使は
株主様の
大切な権利です ！

ぜひご行使のほど
お願いいたします

株主総会にご出席
いただけない
株主様にも手軽に
議決権行使して
いただける２つの
手段があります ！

あとは
ポストに投函 ！

完了です !同封の議決権行使書用紙の
赤枠部分に賛否をご記入
いただき・・・

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください

パソコンのほか
スマートフォン等からも
アクセスいただけます

マンガ

https://www.web５４.net

インターネットで
議決権行使される際に
必要な議決権行使コード
およびパスワードは
こちらです ！

同封の議決権行使書用紙
の赤枠部分です

さらに ！！

2019年3月25日(月曜日)
午後5時30分まで

議決権行使期限

インターネットで行う場合

郵送で行う場合
2

3 4

議決権行使期限
2019年３月２５日(月曜日)
午後５時３０分到着分まで
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パスワードとか
細かい入力が
面倒だなぁ・・・

そのような株主様のために

なサービスが・・・簡単・便利

スマート行使
日常でご使用のスマートフォン・タブレット
さえあれば

議決権行使が
完了できます ！

１．議決権行使書用紙
　右下のQRコードを読み込む

２．ログイン完了 ！！
３．あとは画面の案内に従い
　賛否をご入力いただくだけです

スマート行使で行う場合

5 6

7

8 9

● スマート行使での議決権行使は1回に限ります。 
    行使後に内容を変更される場合は議決権行使
    ウェブサイトをご利用ください。

● 操作方法等のご質問は４頁記載の窓口にお問い
    合わせください。

ご注意ください

議決権行使
コードの
入力いらず

パスワードの入力いらず

よろしく
お願い
します

当社はお一人でも多くの株主様の
議決権ご行使をお待ちしております ！

2019年3月25日(月曜日)
午後５時３０分まで

議決権行使期限

日常でご使用のスマートフォン・タブレット
さえあれば

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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ＪＲ東京駅ＪＲ東京駅

JR有楽町駅JR有楽町駅

JR京葉線
東京駅
JR京葉線
東京駅

東京メトロ有楽町線
有楽町駅
東京メトロ有楽町線
有楽町駅

東京メトロ日比谷線
日比谷駅
東京メトロ日比谷線
日比谷駅

都営地下鉄三田線
日比谷駅
都営地下鉄三田線
日比谷駅

東京国際フォーラム東京国際フォーラム丸の内南口丸の内南口

ホールＢホールＢ 国際フォーラム口国際フォーラム口４番出口
（地下１階）
４番出口

（地下１階）

Ｄ５出口
（地下１階）
Ｄ５出口

（地下１階）

KITTEKITTE

丸の内MY PLAZA丸の内MY PLAZA

マロニエゲート
銀座2&3

（旧プランタン）

マロニエゲート
銀座2&3

（旧プランタン）

有楽町マリオン有楽町マリオン

ビックカメラビックカメラ

帝国劇場帝国劇場日比谷通り
日比谷通り

外堀通り
外堀通り

東
京
高
速
道
路

東
京
高
速
道
路

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。

環境に配慮した植物油インキ
を使用しています。

株 主 総 会 会 場
ご 案 内 図

開催場所が昨年と異なりますので、
お間違いのないようお願い申し上げます。 

会 場

駐車場の用意はいたしておりませんので、
お車でのご来場はご遠慮くださいますよう
お願い申し上げます。

東京国際フォーラム 施設ガイド

地下通路で東京国際フォーラム
地下１階と連絡

最寄り駅のご案内

ＪＲ

地下鉄
「有楽町駅」

山手線・京浜東北線

ＪＲ線

国際フォーラム口より
徒歩１分

徒歩５分丸の内南口「東京駅」

東京メトロ　 日比谷線 徒歩５分「日比谷駅」
都営地下鉄　 三田線 徒歩５分「日比谷駅」

京葉線４番出口より地下通路で東京国際フォーラム地下１階と連絡

Ｄ５出口より徒歩１分
東京メトロ 　有楽町線

その他ご来場いただける駅
東京国際フォーラム

ホールＢ７
東京都千代田区丸の内三丁目５番１号

ＪＲ東京駅ＪＲ東京駅
１階

ガラス棟ガラス棟

ホールＡホールＡ

ホール
Ｃ

ホール
Ｃ

ホール
Ｂ

ホール
Ｄ

ホール
Ｄ地下１階

地下２階
展示ホール
地下２階
展示ホール

相田みつを
美術館
相田みつを
美術館

東京メトロ有楽町線
有楽町駅

東京メトロ有楽町線
有楽町駅

ＪＲ東京駅
（京葉線）
ＪＲ東京駅

（京葉線）

ホールＢ行
エスカレーター
ホールＢ行
エスカレーター

地上行
エレベーター
地上行
エレベーター 車椅子専用

地上行
エレベーター

車椅子専用
地上行
エレベーター

ＪＲ有楽町駅ＪＲ有楽町駅


